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《研究ノート》

１．研究の位置づけ

1－1　研究の背景と問題意識

　あらかじめ成果を測定する指標を掲

げ、数値目標を設定した上で、デスティ

ネーション・マーケティングを遂行する

組織が存在する。このような組織は、デ

スティネーション・マーケティング・オー

ガニゼーション（以降、DMO）と呼ばれ

る。成果を測定する指標や数値目標は、

欧米の DMO では、パフォーマンス・メ

ジャーメントの文脈で議論されることが

多い。パフォーマンス・メジャーメント

とは、「公共政策の目的・目標・成果を明

らかにし、成果を測定する指標と数値目

標を決めて定期的にその指標値を収集

し、当初の数値目標がどれだけ達成され

たかを評価する仕組みのことである。イ

ギリス、アメリカ、ニュージーランドな

どの行革先進国では、効率の高い行政の

実現を目的にパフォーマンス・メジャー

メントを行政評価に導入し、成果をあげ

ている」（山本ら、2011、262～263頁）。

日本のDMOでは、「観光客数」や「延べ

宿泊者数」、「年間何回プロモーションに

出かけたのか」などが指標となることが

多いといわれる（高橋、2017、163頁）。

「住民の誇りや郷土愛といった抽象的指

標まで様々なレベルのものが混在してい

る」ともいわれる（徳山ら、2017）。一

方、欧米の DMO では、観光客数や宿泊

者数は、パフォーマンス・メジャーメン

トの指標として妥当なのかという議論が

行われている。観光客数は、オリンピッ

クやワールドカップなどのホールマー

ク・イベントの開催や、政府のビザ発給

要件の緩和などの影響を受けるため、例

え大勢の観光客がデスティネーションを

訪れたとしても、そのことは、必ずしも

DMO のマーケティング努力によって達

成されたものではないと考えられている

からだ（Pike, 2016, pp.31）。それでは、欧

米の DMO は、どのような成果を測定す

る指標が存在し、どのようなパフォーマ

ンス・メジャーメントが導入されている

のだろうかという問題意識から本研究を

行う。

1－2　研究の目的

　本研究の目的は、DMO のパフォーマ

ンス・メジャーメントの先行研究を中心

に考察を行いながら、イギリスの DMO

である英国政府観光庁の事例検証をとお

して、日本の DMO に対して、求められ

る指標を示すことである。現在、観光庁

において「世界水準の DMO のあり方に

関する検討会」が進行する中、ひとつの

海外事例の参考となることを願う。

　先行研究から、DMO のパフォーマン

ス・メジャーメントには３種類が存在す

ると考えられている（Pike, 2016, p.317）。

（１）デスティネーション・マーケティン

グの成果を示すためのもの、（２）DMO

の組織自体の存在意義を示すためのも

の、（３）利害関係者の満足度を示すため

のものである。本稿で議論するパフォー

マンス・メジャーメントは、（１）のデス

ティネーション・マーケティングの成果

を示すためのものである。なお、本稿で

述べる DMO とは、近年、日本で使用さ

れる「日本版DMO」のことではなく、断

りがない限り、海外で議論されている
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DMO のことである。

1－3　研究の意義

　デスティネーション・マーケティング

の研究者の Pike（2016）は、デスティ

ネーション・マーケティングにおいてパ

フォーマンス・メジャーメントは、最も

難解なテーマだが、最も興味をそそる

テーマのひとつでもある。しかし、観光

研究の分野で取り上げられることが最も

少ないテーマのひとつでもある（Pike, 

2016, p.313）と指摘している。過去40年

もの間、デスティネーション・マーケテ

ィングの学術研究において（中略）パフ

ォーマンス・メジャーメントに関する研

究が驚くほど欠如していたといわれる

（Pike and Page, 2014, pp.202－227）。近年

「日本版DMO」の認知が高まる中、古谷

（2018、24～26頁）は、日本の DMO は、

地域振興事業を単に行うだけでなく、

KPI の導入など高度な組織運営が不可欠

となっていることを指摘している。した

がって、今こそ、国際観光の研究分野に

おいてDMOのパフォーマンス・メジャー

メントを研究する必要がある。

　日本政府観光局の理事長は、今後の観

光の質的向上に関するインタビューの中

で「現在、イギリスの取組を研究してい

る」（週刊ウィングトラベル、2018、４

頁）ことを明らかにしている。欧米の先

進事例も踏まえ望ましい機能を備えた

「日本版DMO」を早急に確立することが

期待され、欧米型のプロフェッショナル

な組織をモデルとして「日本版DMO」を

構築していくことが地方創生の柱のひと

つとなってきたと考えられている（高橋、

2017、９～12頁）。このことからも、国内

視点ではなく、グローバルな視点から先

駆的事例としてイギリスの DMO の事例

検証を行うことは、政策的・改革的な意

義がある。

1－4　先行研究

　島川・金子・樋口・宮崎・石田（2006）

は、世界の12の国・地域の DMO を「政

府観光局」と称し国際比較を行った上で、

各国・地域のインバウンド観光政策の観

点から４つに類型化を試みている。「日本

版DMO」の設立を受けて、DMOに関す

る研究は増えている。しかし多くは国内

視点で書かれたものである。一方、海外

事例を踏まえたものもある。宮崎（2016a）

は、英国の DMO が文化を戦略的に活用

しながらプレイス・ブランディングを構

築していることを述べている。藤田

（2017、81～95頁）は、国内外のDMOの

役割と機能の国際比較の研究を行ってい

る。高橋（2017、９～12頁）は、欧米の

先駆的事例としてスイスや、アメリカ、

イギリスなどのDMOの比較を行い、「日

本版 DMO」の課題を提示している。原

（2018）は、アメリカのオーランド市の

DMOの事例検証をとおし、DMOの人材

を中心とするマネジメントの研究を行っ

ている。古屋（2018）は、アメリカとヨー

ロッパの DMO を研究しながら観光地経

営組織における専門人材の活用について

研究を行っている。他方、デスティネー

ション・マーケティングの研究は1973年

に遡る。1992年に DMO の研究が始まっ

た」（Pike, 2016, p.13）といわれるように、

専門的な研究者は海外に多い。

　次に、イギリスのインバウンド観光に

関する先行研究を紹介する。東京オリン

ピック・パラリンピック競技大会の開催

決定以降、ロンドン・オリンピック & パ

ラリンピック競技大会の開催国であるイ

ギリスに関する研究が増えている。矢ケ

崎（2017）は、イギリス政府におけるロ

ンドン五輪の事例研究を行っている。宮

崎（2017）は、英国政府観光庁における

スポーツや映画などの文化コンテンツを

活用した戦略事例の研究を行っている。

しかしながら、イギリスに限らず、DMO

のパフォーマンス・メジャーメントまで

掘下げた研究は、CiNee（NII学術情報ナ

ビゲータ）を調べる限り存在しない。

1－5　研究の方法

　本稿では、イギリスの DMO、ビジッ

ト・ブリテン（VisitBritain、以降、英国

政府観光庁）を検証する。DMO のパフ

ォーマンス・メジャーメントの研究が少

ないといわれる背景には、パフォーマン

ス・メジャーメントは、秘匿性が高いマー

ケティング戦略に密接に関わることから

外部に公表されにくいことが一因だと推

察する。したがって、このことを把握す

るために英国政府観光庁の代表者に対し

てヒアリング調査を実施する。

２．基本概念の整理

2－1　デスティネーションの定義

　日本の外務省が国家のアイデンティテ

ィとレピュテーションの調査及びマネジ

メントの世界的権威と命名するアンホル

ト（外務省、2006、８～15頁）によると、

「デスティネーションとは、人々が訪問し

ようとする国・地域・都市のことである」

（Anholt, 2009, p.9）。Baker（2012）は、

デスティネーションとは、訪問、買物、

投資あるいは移住することを目的に、

人々が今いる場所を離れることだと述べ

ている。他方、Pike（2016）は、現在、

多くの人々に受け入れられるデスティ

ネーションの定義は存在しないと述べた

上で、デスティネーションとは、DMO

が統括する地理的な空間であると主張し

ている。以上のことから、本稿で議論す

るデスティネーションとは、人々が訪問

しようとする DMO が統括する地理的な

空間のことと定義する。

2－2　デスティネーション・マーケティ

ングの定義と意義

　デスティネーション・マーケティングの

定義について、小林（2014）は「複数の

企業・団体等によるプロダクト・サービス

の組み合わせで、個々の観光組織がバラ

バラに提供している商品を（国家や）地

域単位で組合せ（商品化し、マーケティ

ングを遂行す）ること」だと述べている。

つまり DMO におけるデスティネーショ

ン・マーケティングとは、DMOが複数の

企業・団体等と連携しながらデスティ

ネーションを商品化し、マーケティングを

遂行することだと考えることができる。

Kotler・Bowen・Makens（2014）は、著
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書 Marketing for Tourism & Hospitality

のデスティネーション・マーケティングの

章の中で、欧米の DMO 事例を数多く紹

介している。このことは、デスティネーシ

ョン・マーケティングの主な主体がDMO

であり、デスティネーション・マーケティ

ングが DMO によって遂行されているこ

とを意味するものである。

　デスティネーション・マーケティング

は、グローバルな視野で、観光業の壁を

越えて、議論されるべきものである。ワー

ルド・トラベル & ツーリズム・カウンシ

ル（WTTC）は、世界のデスティネーシ

ョンにとって、デスティネーション・マー

ケティングを遂行しながら、持続的な競

争力を維持することは極めて重要な課題

であることを指摘している（WTTC, 

2001）。国境を超える国際観光客数が増

え、世界規模でDMOの数が増えている。

国レベルの DMO のナショナル・ツーリ

ズム・オーガニゼーションのマーケティ

ング予算が増加する中、デスティネーシ

ョン間における外国人観光客の争奪競争

がグローバル規模で熾烈化して（Richie 

and Crouche, 2003）。アウトバウンド観

光が余暇市場の一部だと考えると「消費

者の余暇のニーズを満たす自動車メー

カーの BMW や、総合電機メーカーの

SONY でさえもデスティネーションの競

合となりうる」（Pike, 2016）という指摘

もある。こうしたことから、Fyall（2019, 

p.383）は、グローバル規模の競争環境の

中で、DMO が競争力を高めるには、デ

スティネーションの存在感を最大限に高

める努力と統合型マーケティング・コミ

ュニケーションの実行が必要不可欠だと

述べている。マーケティングの世界的権

威の Kotler と Keller（2008）によると、

統合型マーケティング・コミュニケーシ

ョンとは、消費者に向けて価値を創造し、

伝達し、提供するために完全に統合され

たマーケティングである。主要テーマは

（１）価値を伝達し提供するために多彩な

マーケティング活動を利用することと、

（２）すべてのマーケティング活動をうま

く連携させてジョイント効果を最大化す

ることである。

　以上のことから、デスティネーション・

マーケティングの議論は、「日本版DMO」

だけに立脚するのではなく、グローバル

な視野から、他の余暇産業をも競合視し

ながら行われるべきものだと考える。余

暇市場が拡大し、グローバル規模で競争

が熾烈化する中、消費者に選ばれるため

のデスティネーションとなるためには、

DMO は、デスティネーションの存在感

を最大限に高める努力と統合型マーケテ

ィング・コミュニケーションの実行が必

要だといえる。

2－3　DMO の分類

　Pike（2015, pp.12－13）は、地理的な観

点からDMOを５種類に分類し、具体的な

例を示している。MTO（macro region 

tourism organization）は、マーケティン

グ連携や、マーケティング・インテリジェ

ンスの共有を目的に設立された複数の国・

地域からなるDMOである。例えば、ヨー

ロッパ旅行委員会やスカンジナビア政府

観光局、太平洋アジア観光協会が例であ

る。NTO（national tourism organization）

は、国連世界観光機関（UNWTO）は「国

家レベルで観光開発の責任を負う公的な

組織」と定義している。イギリスの英国

政府観光庁やアメリカのブランド USA

も NTO で あ る。STO（state tourism 

organization）は、州・準州レベルの観光

局を指し、アメリカ、カナダ、オースト

ラリア、中国を中心に存在する。アメリ

カのハワイ州観光局、カリフォルニア州

観光局、オーストラリアのニューサウス

ウェールズ州観光局はSTOである。RTO

（regional tourism organization）は、国

の中に存在する地理的な空間、シティ、

タウン、ビレッジ、ビーチ・リゾート、

アイランド、ルーラルの DMO である１。

LTA（local tourism association）は、リー

ジョンより狭い地理的な空間、ローカル

やコミュニティのDMOである。LTAは、

一般的に自治体やツーリズム・ビジネス・

アソシエーションによって運営されるこ

とが多い。

　このように、ひとことで DMO と言っ

ても、デスティネーションの対象範囲は、

複数の国・地域から構成された DMO か

ら、国、州・準州、リージョン、ローカ

ルを管轄する DMO まで存在することが

わかる。日本では、DMO は「日本版

DMO」として認識されることがあるた

め、ローカルやコミュニティ・レベルの

観光組織だと解釈されることがあるだろ

う。日本の NTO の役割を果たす日本政

府観光局（JNTO）が DMO だと認識す

る人は多くないだろう。アメリカのNTO

の「ブランド USA は、国際観光市場に

おいて、アメリカの観光経済の拡大を図

り、アメリカの好ましいイメージを構築

することを目的とする DMO である」と

自らを DMO と公言し、力強いメッセー

ジをホームページ上で世界に向けてア

ピールしている２。熾烈なグローバル競争

の中、消費者からアメリカが選択される

ことを目的に、「アメリカとしてのデステ

ィネーションの存在感を最大限に高める

努力をしている」（週刊ウィングトラベ

ル、2019年）と解釈できる。

３．DMO におけるパフォーマンス・メ

ジャーメント

3－1　パフォーマンス・メジャーメント

の概要

　日本では、パフォーマンス・メジャー

メントの言葉は、業績監視や実績評価、

成果測定などの用語として急速に普及し

ているといわれる（佐々木ら、2001）。し

かし、冒頭で示した定義に必ずしも一致

しないため、本稿では、英語表記のとお

り、カタカナでパフォーマンス・メジャー

メントを用いる。パフォーマンス・メジ

ャーメントは、アメリカで生まれた概念

だと考えられている。「パフォーマンス・

メジャーメントは、アメリカでは、納税

者意識と自治意識が歴史的に強かったこ

とを反映して、1960年代にはすでに導入

されていた。その後、アメリカ各州・各

自治体に急速に普及し、さらに、北米や

ヨーロッパの開発援助団体や国際機関に

導入が進んだ」（佐々木ら、2011）。その
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後、既述したようにイギリスやニュー

ジーランドなどでも導入され一定の成果

をあげている。

　パフォーマンス・メジャーメントの意

義について、佐々木・西川（2001）は、

マネジメント・サイクルと一体となった

事前・中間・事後の一貫した成果モニタ

リングができることにあると主張してい

る。カナダのアルバータ州政府も、パフ

ォーマンス・メジャーメントは、公言さ

れた目標に対してどれだけ進捗があった

のかを測定することを重視している

（Alberta Treasury, 1996）。こうしたこと

から、パフォーマンス・メジャーメント

は、最終的な成果だけでなく、事前・中

間・事後の進捗を測定することに意義が

ある。

3－2　マーケティング・ダッシュボード

　パフォーマンス・メジャーメントを導

入する上で、運用されることが多いのが

マーケティング・ダッシュボードである。

マーケティング・ダッシュボードとは、

企業のマーケティング活動に関わる広

告、プロモーション、流通、販売、売上

などのさまざまなデータを統括して見や

すくし、投資対効果などを可視化するた

めの情報システムであり、マーケティン

グ活動のプロセスを PDCA で把握する

マーケティング活動の業績測定システム

であるといわれる（レンズゴールド、

2005）。このことが、マーケティング・ダ

ッシュボードが、マーケティング測定尺

度のすべての価値を最大限に活用される

よう整備されたフレームワークだといわ

れる要因となる（大橋、2011）。

　つまり、数値目標を決めて定期的にそ

の指標値を収集し、当初の数値目標がど

れだけ達成されたかを評価するパフォー

マンス・メジャーメントにおいて、マー

ケティング活動のすべてを、事前・中間・

事後、一貫して成果をモニタリングでき

るマーケティング・ダッシュボードが、

有効であることは間違いない。

3－3　DMOとパフォーマンス・メジャー

メント

　パフォーマンス・メジャーメントが

DMO に強く求められるようになったき

っかけは、2008年の世界的な金融危機で

ある。「2008年の世界的な金融危機以降、

世界中の政府が緊縮財政政策を推進する

中で、DMO は、組織自体の価値を証明

するよう圧力が加わり、その動きがさら

に高まった」（Pike, 2016, p.313）といわ

れる。それまで、多くの DMO は、来訪

者数が増えた時だけ、自らのマーケティ

ングの成果だとアピールし、来訪者数が

減ったら、予算が少なかったことを言い

わけにして、翌年度の予算増を要求する

ことがあった（Craik, 1991）。このため、

DMOから提出される成果というものは、

その場しのぎでしかないと批判されるこ

と が あ っ た と い わ れ る（Faulkner, 

1997）。

　このような背景から「DMO は、監督

省庁だけではなく、取締役会、ツーリズ

ム・ビジネス、旅行会社、納税者、政府

機関などに対して説明責任が強く要求さ

れるようになった。DMO が、短期的な

視点でマーケティングの成果を出した

り、長期的視点でデスティネーション競

争力のリターン・オン・インベストメン

トを数値化することは容易ではない。し

かし、成果を測定する指標を決めて、公

言 し な け れ ば な ら な い」（Pike, 2016, 

pp.313－335）といわれる。

　2008年の金融危機以降、強く影響を受

けたのがイギリスのDMOである。「2010

年に、英国政府観光庁は、政府予算を34％

削減され、70名の従業員が解雇され、14

の海外事務所が閉鎖に追い込まれた」３。

もともと、英国政府観光庁だけでなく、

「イギリスにあるDMOのうち63％は、政

府予算に依存することなく、コマーシャ

ル・アクティビティをとおして自らで財

源を確保してきた」（Roger, 2005）もの

の、イギリスの DMO は変化を余儀なく

されてきた。

3－4　パフォーマンス・メジャーメント

の指標と数値目標に必要な要件

　観光学者のTribe（1997）は、DMOが

目標を検討する上で、「SMART」の必要

性を説いている。つまり（１）Specific

（具体的であること）、（２）Measurable

（測定が可能であること）、（３）Agreed 

with those who must attain them（関係

先と事前に合意していること）、（４）

Realistic（現実的な数字であること）、

（５）Time-Constrained（いつまでに目標

を達成することが可能か期日を示すこ

と）である。

　近年の通信技術の進展に伴い、具体的

な数字が導き出せるとして、デジタルを

指 標 に 掲 げ る DMO が 増 え て い る。

Web3.0の時代では、具体的に、ソーシャ

ルネットワーク・サービスや、CRM な

どを加味する必要性を説く研究者もいる

（Baker, 2012）４。

　このように、2008年以降、世界のDMO

においてパフォーマンス・メジャーメン

トを重視する動きが急速に高まった。観

光客数や宿泊者人数といった指標は、

DMO の成果として正当化することが難

しい。だからこそDMOは、事業の目的・

目標・成果を明らかにし、成果を測定す

る指標と数値目標を決めなければならな

い。それらは、具体的で、測定が可能で、

関係先と事前に合意形成済で、現実的な

数字で、いつまでに目標を達成できるの

か示さなければならない。次章では、2008

年の金融危機以降、大きな変革を迫られ

たイギリスの DMO、英国政府観光庁を

紹介する。

４．イギリスの DMO としての英国政府

観光庁

4－1　イギリスの DMO

　イギリスにおいて、インバウンド観光

促進を目的としたマーケティングを遂行

するのは NTO と RTO の役割である。

NTO は、英国政府観光庁である。RTO

は、イングランド観光局、スコットラン

ド観光局、ウェールズ観光局、ロンドン

観光局である。「北アイルランドは、アイ
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ルランド共和国のNTO、アイルランド観

光局の所管となる」（宮崎、2017）。NTO

と RTO は、効率的・効果的なマーケテ

ィングが機能するように、ターゲットと

する海外市場があらかじめ特定し、緊密

な連携を図りマーケティングを最大化し

ている。イングランド、スコットランド、

ウェールズの中には、複数の LTA が存

在するが、LTAの主な役割は国内市場と

近隣諸国市場のマーケティングが中心と

なる。湖水地方やコッツウォルズ地方の

ように外国人観光客の依存度が高いデス

ティネーションは、独立組織としてフ

ォーラムを設立し、特定の海外市場に向

けたマーケティングを行う５。

4－2　英国政府観光庁の概要

　イギリスにおいて、観光の直接的な運

営管理の責任を負うのが文化・メディア・

スポーツ省所管の独立組織、英国政府観

光庁である。英国政府観光庁の本部は、

ロンドンにあり、世界21カ国を含め、約

250名の従業員を抱えている。国籍や拠点

に関わらず、正規従業員である。英国政

府観光庁を管轄する文化・メディア・ス

ポーツ省や英国の観光関連業界などから

の出向者はいない。「海外のDMOは、人

材確保でも、DMO で育成するよりもス

キルをもった人材を集めてくる」（古屋、

2018、24～26頁）といわれるように、マー

ケティングやブランド、広報、コミュニ

ケーション、デジタル、CRM などの専

門的スキルを有する人材が、国籍や言語、

年齢、性別等を超えて、インターネット

からの公募をとおして採用される。

　英国政府観光庁の主目的は、地域経済

を活性化することであるといわれる（岐

部、2007）。英国政府観光庁は、文化・メ

ディア・スポーツ省によって、シーズナ

ル・スプレッド（季節平準化）に加えて、

リージョナル・スプレッド（ロンドン以

外の地方分散化）に関する厳しい目標が

設定されている（新井、2011）。2015年７

月、キャメロン元首相は、インバウンド

観光のさらなる拡大を目標とする５つの

重要方針を打ち出し、そのひとつとして、

地方雇用と地方経済を拡大することを目

的に、訪英客の地方分散の促進を掲げて

いる６。メイ前首相は、英国政府観光庁の

ホームページで「イギリス全土にはワー

ルド・クラスのアトラクションがたくさ

ん存在する。われわれは、海外からの観

光客がロンドンを超えてイギリス各地を

訪れてもらえるような努力をしている。

イギリスの観光経済の発展に貢献する」７

と掲げている。

4－3　公言された英国政府観光庁の目標

　英国政府観光庁は、文化・メディア・

スポーツ省から厳しい目標が設定されて

いる。（１）イングランド観光局、スコッ

トランド観光局、ウェールズ観光局、ロ

ンドン観光局と十分に協力し、イギリス

全体を売り込んでいくために各関係者の

協力を得る。（２）あらゆる観光事業者の

要望に応えられる施策を保証しながら民

間部門とのパートナーシップ事業を導入

してゆくことである（新井、2011）８。

パートナーシップ事業が重視される理由

は、DMO が民間企業と協働するジョイ

ント・キャンペーンは、政府に対するア

ピールとなる。DMO がイニシアティブ

をとって、複数の企業からシーディング・

ファンドを集めて、事業をリードするこ

とは、政府にパフォーマンスを示すこと

になると考えられているからである

（Pike, 2016, p.59）。

　このように、イギリスは、歴代の首相

が、地方雇用と地方経済の拡大の重要性

を掲げている。文化・メディア・スポー

ツ省から英国政府観光庁に対して、訪英

客の地方分散に関する厳しい目標が課さ

れ、公言された目標を達成することが期

待されている。英国政府観光庁は、大勢

の観光客を誘致しようと試みているので

はなく、観光客の季節平準化、そしてロ

ンドンを訪問する観光客の地方分散化を

重視していることがわかる。次章では、

英国政府観光庁のパフォーマンス・メジ

ャーメントを調査する。

５．英国政府観光庁に対する調査研究

5－1　調査方法

　本章では、英国政府観光庁のパフォー

マンス・メジャーメントを検討する上で有

効な「VisitBritain International Financial 

Year Target 2008-2009」（図－１）を検証

する。英国政府観光庁日本・韓国代表に

調査の協力を依頼した９。本「VisitBritain 

International Financial Year Target 

2008-2009」の当時の責任者である。（１）

それぞれの数値目標の項目が何を表して

いるのか、（２）英国政府観光庁において

どのようにパフォーマンス・メジャーメン

トを運用しているのか２点を質問した。

5－2　パフォーマンス・メジャーメント

の13種類の指標と数値目標

　英国政府観光庁のパフォーマンス・メ

ジャーメントには13種類の指標と数値目

標が掲げられている。英国政府観光庁の

組織全体として達成すべき数値目標が上

段に示されている。下段には、英国政府

観光庁の34の海外事務所ごとに達成すべ

き数値目標が細かく割り振られている。

　英国政府観光庁は、人事体制上、世界

を４つのリージョン（事業部）に分類し

ている。南北アメリカ・リージョン、ア

ジア・太平洋リージョン、北ヨーロッパ・

リージョン、南ヨーロッパ・中近東・ア

フリカ・リージョンの４つである。それ

ぞれのリージョンの下に、海外事務所が

置かれる。例えば、アジア・太平洋リー

ジョンの本部は、香港に置かれ、オース

トラリア、中国、香港、インド、日本、

マレーシア、ニュージーランド、シンガ

ポール、韓国、タイの市場を統括してい

る。今回の研究に協力をいただいたのは、

日本と韓国の代表者である。

　トータル・アディショナル・スペンド

は、訪英客による消費額の合計を表して

いる。組織全体として106憶ポンドの数値

目標が課されている。シーズナル・スプ

レッドは、イギリスの閑散期にあたる10

月から３月に誘致すべき観光客の割合で

ある。この時期に組織として34％の数値

目標が課されている。リージョナル・ス
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プレッドは、イギリス来訪者の地方分散

である。組織として53％をロンドン（グ

レイター・ロンドン含む）以外に分散さ

せることが数値目標として掲げられてい

る。なお、シーズナル・スプレッドとリー

ジョナル・スプレッドの指標に関しては、

例え数値目標が達成できていなくても、

従業員は責任を負わされることはないと

いう。この２つは、組織のミッションで

もあることから、全従業員に対する意識

づけがなされている。カスタマー・サー

ビスは、英国政府観光庁の従業員の接客

力の評価である。英国政府観光庁のブラ

ンド・ガイドラインに明記されたブラン

ド態度・行動様式のとおり応対がなされ

ているのか、定期的に、電話やEメール、

接客など外部調査員による覆面調査が行

われている。1,200点満点のうち、990点

以上獲得することが数値目標となってい

る。

　プレス &PR は、広報活動の直接的な

成果である。英国政府観光庁は、純広告

予算がないため、パブリシティを獲得す

るための戦略的広報が行われている。イ

ギリスのインバウンド観光にとって好ま

しい記事が掲載されても、英国政府観光

庁の直接的な働きかけでなければ、成果

とみなされない。５点満点のうち４点以

上を獲得することが数値目標となってい

る。PR アド・バリューとは、露出され

た掲載物を広告換算した場合の価値を表

している。６億7,700万ポンド相当の広告

換算価値を獲得することが数値目標とな

っている。ウェブ・トラフィックは、英

国政府観光庁が多言語で展開するウェブ

サイトの訪問者数である。数値目標は、

年間1,800万のアクセス件数である。

　コマーシャル・セールスは、外部資金

を調達する手段としてのモノやサービス

の販売である。英国政府観光庁は、オン

ラインで、ロンドンの地下鉄乗車券「オ

イスターカード」や、英国鉄道の「ブリ

ットレイル・パス」から、イギリス各地

の 観 光 施 設 の 入 場 券、さ ら に は、

Amazon．com と連携しながらイギリス

観光に関するガイドブックや地図などを

販売している。消費者との対面サービス

を実施するツーリスト・インフォメーシ

ョン・センターにおいては、イギリス関

連の文房具や、土産、地図などを販売し

ている。数値目標は、319万ポンドであ

図１　VisitBritain International Financial Year Target 2008-2009
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る。NGF とは、ノン・ガバメント・ファ

ンドの略で、上記同様に外部資金を調達

する手段である。年間2,300万ポンドの数

値目標が課されている。そのうち既述し

たパートナーシップ事業をとおして民間

企業から最低500万ポンドを獲得しなけ

ればならない。エージェンシー・ターン

オーバーは、英国政府観光庁が業務委託

するマーケティング会社に課す NGF の

ことである。英国政府観光庁は、アイル

ランド、フランス、オランダ等のショー

ト・ホール・デスティネーション市場に

関しては、英国政府観光庁が直轄するの

ではなく、現地のマーケティング会社に

業務委託を行っている。英国政府観光庁

は本部が主導で統合的マーケティング・

コミュニケーションを推進するが、シ

ョート・ホール市場は、イギリスに対す

る一定の認知があることと、RTOを中心

に情報発信が行われることから、英国政

府観光庁が直轄することが合理的だと捉

えていない。業務委託するマーケティン

グ会社に対しても社内同様の NGF を課

し、324万ポンドの数値目標を掲げてい

る。

　プロファイド・データベースは、英国

政府観光庁が運営する会員組織「ブリテ

ン・クラブ」の会員数をあらわす。効率

的・効果的なCRMを遂行し、ビッグデー

タとして有効活用するためには、質の高

い個人情報が必要不可欠だと考えられて

いる。ブリテン・クラブの会員情報は、

アルゴリズム（蓄積データ解析）によっ

て、庭園ファン、映画ファンなど33の文

化的セグメントに分類され、個別のニー

ズに合致したニュースやツアーなどが E

メールやダイレクト・メールで送信され

る（森下ら、2017）。世界各国における個

人情報保護法規を照らし合わせて、オプ

トインされていることが前提となる。す

でに700万件を有しているが、新たに56万

9,000件の個人データを獲得することが

数値目標となっている。Eメール・ニュー

スレターのオープン・レートは、英国政

府観光庁が定期的に配信するメール・マ

ガジンの開封率である。E メール・マガ

ジンの利用状況や、平均的な開封率など

を勘案しながら、カントリーごとに８％

～38％の開封率の数値目標が決められて

いる。E メール・ニュースレターのクリ

ック・スルー・レイトは、E メール・マ

ガジンからの遷移率を表している。

5－3　英国政府観光庁におけるパフォー

マンス・メジャーメントの運用

　英国政府観光庁のパフォーマンス・メ

ジャーメントにおける成果を測定する指

標と数値目標は、文化・メディア・スポー

ツ省との間で決められる。その後の流れ

は次のとおりである。（１）リージョナ

ル・ディレクターに対して、リージョン

として達成すべき数値目標が伝えられ

る。（２）リージョナル・ディレクター

は、カントリー・マネジャーと個別面談

をとおして、リージョンの数値目標を共

有しながら、カントリーごとに達成すべ

き数値目標を伝える。（３）カントリー・

マネジャーは、マーケティングや CRM、

広報などの専門性を有する従業員との面

談をとおして、カントリーとして達成す

べき数値目標を確定する。事前に示され

た数値目標が、現実的に達成できるよう

な数字なのか、いつまでに達成できそう

なのかを精査しながら、状況に応じて上

方・下方修正が行われる。（４）合意した

数値目標は、イントラネット上で、マー

ケティング・ダッシュボードとして公開

される。既述のとおり、全世界の従業員

に、組織全体の数値目標と、リージョン、

カントリーごとの数値目標および進捗状

況が、事前・中間・事後をとおして、一

目瞭然で、把握することができる。この

マーケティング・ダッシュボードは、全

従業員の目に留まるようにイントラネッ

トのトップページに掲載され、日々、達

成状況にあわせて数字が更新される。

5－4　考察

　英国政府観光庁のパフォーマンス・メ

ジャーメントには、成果を測定する13種

類の指標が存在し、それぞれに数値目標

が示されていた。組織としての数値目標

だけでなく、海外市場ごとに、具体的な

数値が現実的な数字で細かく示されてい

た。イギリスが国をあげてリージョナル・

スプレッドとシーズナル・スプレッドの

促進に取り組むものの、指標はこれらに

限定することなく多岐に渡っていた。観

光客数や宿泊者数は存在しなかった。指

標は、マーケティング活動に直結するた

め、CRM、広報、デジタル・マーケティ

ングなど専門性のある従業員と事前に数

値目標の事前合意がなされていた。双方

向に合意した数値目標であったからこ

そ、チームが一体となって達成する機運

が高まっていた。進捗状況は、マーケテ

ィング・ダッシュボードをとおして全従

業員に公開されることから、社内での競

争意識も作用していた。英国政府観光庁

日本・韓国代表は、「双方向に目標を確認

しあい、双方向に納得した数値目標を掲

げていたからこそ、目標を達成したとき、

従業員のモチベーションが格段に高ま

り、翌年度もさらなる高みを目指そうと

いう奮起が促された」ことを力強く語っ

ていた。

６．おわりに

　本研究の目的は、DMO のパフォーマ

ンス・メジャーメントの先行研究を中心

に考察を行いながら、イギリスの DMO

である英国政府観光庁の事例検証をとお

して、日本の DMO に対して、求められ

る指標を示すことである。最後に、有効

だと思われる３つのことを述べる。

　第１は、パフォーマンス・メジャーメ

ントの導入を検討することである。DMO

としての事業の目的・目標・成果を明ら

かにし、成果を測定する指標と数値目標

を決めて定期的にその指標値を収集し、

当初の数値目標がどれだけ達成されたか

を評価してはどうか。訪日客3,000万人や

4,000万人といった目標数は、インバウン

ド観光関連ビジネスが共通のビジョンを

共有する上で有効だ。しかし、DMO の

パフォーマンス・メジャーメントの指標

からは切り離した方が好ましいと考え

る。
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　第２は、マーケティング活動に直結す

る指標を掲げることである。観光客数や

宿泊者数とは異なり、直接的な成果を示

すことができる。現在、「日本版DMOの

人材面では、出向職員を中心とした体制

から脱却を図り、即戦力となる外部人材

の活用と両面で強化する重要性が指摘さ

れている」（古屋、2018）といわれる中、

広告や広報、CRM などに関する指標を

掲げれば、チャレンジ精神あふれる優秀

な人材を呼びこむきっかけにもなるので

はないか。

　第３は、マーケティング・ダッシュボー

ドの活用を検討することである。最終的

な成果だけでなく、当初の数値目標がど

れだけ達成されたかを事前・中間・事後

で評価できることにパフォーマンス・メ

ジャーメントの意義がある。可視化され

ることに抵抗を覚える従業員がいるかも

しれない。しかし、英国政府観光庁のよ

うに、可視化されるからこそ、従業員の

モチベーションが高まり、翌年度もさら

なる高みを目指そうという作用も働くの

ではないだろうか。

　今後の残された課題は、今の英国政府

観光庁のパフォーマンス・メジャーメン

トを検証することである。本稿では、イ

ギリスの DMO が変化を余儀なくされた

といわれる2008年から2009年に焦点をあ

てた。その後、どのような革新を遂げて

いるのか検証する意義はあるだろう。英

国政府観光庁以外の DMO のパフォーマ

ンス・メジャーメントの運用について国

際比較を行うことも考えられる。イギリ

スの他に、アメリカとニュージーランド

もパフォーマンス・メジャーメントの一

定の成果を上げているといわれる。研究

の対象を広げる必要があるだろう。加え

て、日本の国レベル、地域レベル、都市

レベル等を含めた DMO のパフォーマン

ス・メジャーメントも掘下げる必要があ

るだろう。

　本稿執筆の折、観光庁において「世界

水準の DMO のあり方に関する検討会」

が設置された。持続可能な観光立国の実

現という観点から議論が行われている10。

今後の展開を期待したい。デスティネー

ション・マーケティング・オーガニゼー

ション（DMO）のパフォーマンス・メジ

ャーメントの研究が少ないといわれる

中、本研究が日本の DMO に対して、多

少なりとも参考になれば幸いである。
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注釈

１　 世界で最も古い RTO は、イギリスの

スカボロー市観光局で1734年に設立さ

れている。イギリスのイングランド観

光局も RTO である。
２　 Brand USA, “Who We Are”, https://

www.thebrandusa.com.about/whoweare, 

2018年２月25日アクセス。
３　 Johnson, B., VisitBritain cut jobs and 

refocus”, Marketing Week, https://

www.marketingweek.com/visitbritain-

to-cut-jobs-and-refocus/, 2011, 2019年７

月１日アクセス。
４　 イギリスの RTO のウェールズ観光局

は、2009年に競合のスコットランド観

光局やアイルランド観光客と同じく、

デジタルを基軸とするパフォーマン

ス・メジャーメントに変更している

（Morgan, 2012）。
５　 日本市場に特化した湖水地方のマーケ

ティングを推進するのは、レイク・デ

ィストリクト・ジャパン・フォーラム

である（宮崎、2016b）。同様にコッツ

ウォルズ地方のマーケティングを遂行

するのは、コッツウォルズ・ジャパン・

フォーラムである。
６　 VisitBritain “Tourism Action”, https:// 

www.gov.uk/governments-tourism-

actionplan/, 2018年３月５日アクセス。
７　 VisitBritain, “Tourism Action”, https:// 

www.visitbritain.org/governments-

tourism-action-plan, 2018年８月29日アク

セス。
８　 その他に「文化・メディア・スポーツ

省と合意した主要な目標に従いイギリ

スの海外観光宣伝のために利害関係者

の協力を得た顧客本位の戦略を策定す

る。イギリスの海外観光宣伝における

費用対効果を2005/06年度までに30：１

にする。2005/06年度までに英国政府観

光庁による海外旅行者によるロンドン

以外の地域における支出を少なくとも

62％増大させる」が存在する。
９　 2018年９月16日、東京都中央区銀座に

おいて英国政府観光庁日本・韓国代表

の金平京子様に約１時間にかけてヒア

リング調査を試みた。なお、金平代表

は、今回検証したパフォーマンス・メ

ジャーメント当時の日本・韓国代表を

務められていた。
10　 観光庁ホームページ「世界水準のDMO

のあり方に関する検討会」、https://

www.mlit.go.jp/kankocho/iinkai/

sekaisuijun-dmo.html、2019年９月２日

アクセス。

引用文献

・ Anholt, S. Handbook on Tourism 

Destination, World Tourism 

Organization and European Travel 

Commission, 2009.

・ Alberta Treasury, Business Plan and 

Measuring Up Report, 1996, Albert 

Canada.

・ Baker, Bill. Destination Branding for 

Small Cities - The Essentials for 

Successful Place Branding, Creative 

Leap Books 2012.

・ Craik, J. Government Promotion of 

Tourism, The role of Queensland 

Tourist and Travel Corporation. 

Brisbane, QLD: The Centre for 



－131－

日本国際観光学会論文集（第27号）March,2020

Australian Public iSector Management, 

Griffiths University, 1991.

・ Faulkner, B. A model for evaluation of 

national tourism destination marketing 

program, Journal of Travel Research 

Winter, pp.22-23., 1997.

・ Fyall, A., Legoherel, P., Frochot, I. and 

Wang, Y., Marketing for Tourism and 

Hospitality, Collaboration、Technology 

and Experiences, Routledge, 2019, 

p.383.

・ Kotler, P. and Keller, K., Kotler & 

Keller Marketing Management 

Twelfth Edition, 2006，温蔵直人監訳・

月谷真紀訳『コトラー& ケラーのマー

ケティング・マネジメント』第12版、

ピアソン・エジュケーション、2008年、

24～25頁。

・ Kotler, P., Bowen, J., Makens, J. 

Marketing for Hospitality and 

Tourism Sixth Edition, Pearson, 2014.

・ Morgan, N.J., Pritchard, R. Destination 

branding and the role of stakeholders, 

The case of Visit Wales, Journal of 

Vacation Marketing, 18（1）, pp.73-89, 

2012.

・ Pike, S., and Page, S. Destination 

Marketing Organizations and 

Destination Marketing, A Narrative 

Analysis of the Literature. Tourism 

Management 41, 2014, pp.202-227.

・ Pike, S. Destination Marketing 

Essentials, Routledge, 2016.

・ Ritchie, J. and Crouch, I. The 

Competitive Destination: A Sustainable 

Tourism Perspective. Oxford: CABI 

Publishing, 2003.

・ Rogers, T.,“Destination Management 

in the UK”, Fundamentals of 

Destination Management and 

Marketing, Washington, DC: IACVB, 

2005, pp.245-258.

・ Tribe, J.,“Corporate Strategy for 

Tourism”, London IPT, 1997, p.32.

・ World Travel & Tourism Council

（WTTC）, 2001, Australian Department 

of Tourism, Tourism Resources, 2003.

・ アンホルト、サイモン「日本は二つの

難問を解決できるか」、「外交」Vol.3、

外務省、2006年、８～15頁。

・ 新井佼一「英国の観光政策と観光振興」

『ホスピタリティ・マネジメント』、２

（１）、2011年、61～91頁。

・ 大橋正美「マーケティング活動の有効

性評価 ― マーケティング・メトリック

スと管理会計 ― 」『会計論叢』第６号、

2011年、56～65頁。

・ 岐部武『観光学大事典』木楽舎、2007

年、256頁。

・ 小林哲「２つの地域ブランド論その固

有性と有機的結合」『ブランド戦略全

書』有斐閣、2014年、137～161頁。

・ 佐々木亮・西川シーク美実「パフォー

マンス・メジャーメント～最近の傾向

と今後の展望」『日本評価学会』第１巻

第２号、2001年、pp.45－52。

・ 島川崇・金子将史・樋口理恵・宮崎裕

二・石田育秀『ソフトパワー時代の外

国人観光客誘致』同友館、2006年。

・ 「週刊トラベルジャーナル」トラベルジ

ャーナル、2019年５月６日・13日号、

６頁。

・ 「週刊ウィングトラベル」航空新聞社、

2018年２月号、４頁。

・ 「週刊ウィングトラベル」航空新聞社、

2019年６月24日号、２頁。

・ 高橋一夫「観光産業で沸騰中の DMO

とは？」トラベルボイス、2017年 a、

（https://www.travelvoice.jp/20170525- 

88758）（2019年９月２日確認）

・ 高橋一夫『DMO観光地経営のイノベー

ション』学芸出版社、2107年 b。

・ 徳山美津江・長山雅信・若林宏保「プ

レイス・ブランディング・モデルの可

能性～瀬戸内ブランドからの検討」『日

本マーケティングジャーナル』日本

マーケティング学会、2017年。

・ 原忠之「持続性のある DMO 構築の鍵

となる資金繰り確保の手法について」

『観光文化』第238号、2018年７月、JTB

総合研究所、35～42頁。

・ 藤田尚希「DMO の役割及び機能に関

する一考察　国内外における DMO に

関する議論を基に」『経済科学論究』第

14号、2017.4、2017年。81～95頁。

・ 古屋秀樹「海外 DMO から学ぶ世界水

準の観光地経営」『週刊トラベルジャー

ナル』2018年10月８日号、24～26頁。

・ 宮崎裕二「プレイス・ブランディング

における文化の研究」『日本国際観光学

会論文集（第23号）』日本国際観光学

会、2016年 a、125～134頁。

・ 宮崎裕二「コンテンツ・ツーリズムに

おけるキャラクターを活用した持続的

な観光地づくり「ピーター・ラビット」

の故郷、湖水地方の事例研究」『コンテ

ンツ・ツーリズム学会論文集』、2016年

b、１～10頁。

・ 宮崎裕二「インバウンド観光における

文化の活用に関する研究～英国におけ

る文化の再定義からの考察」『日本国際

観光学会論文集（第23号）』日本国際観

光学会、2017年、81～90頁。

・ 本橋正美「マーケティング活動の有効

性評価 ― マーケティング・メトリック

スと管理会計」『会計論叢』第６号、

2011年、95～105頁。

・ 森下晶美・島川崇・徳江順一郎・宮崎

裕二『新版観光マーケティング入門』

同友館、2017年。

・ 矢ケ崎紀子『インバウンド観光入門』

晃洋書房、2017年、119～128頁。

・ 山本千雅子・岸邦宏・佐藤馨一、「除雪

事業のパフォーマンス・メジャーメン

トに関する研究」、土木学会第56回年次

学術講演会、土木学会、2001年。262～

263頁。

・ レンズコールド、D、ベリングポイン

ト戦略グループ訳「マーケティング

ROI ― 投資効果を測定する客観的経

営手法』ダイヤモンド社、2004年。

【本稿は所定の査読制度による審査を経たものである。】




